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21世紀の足音が近づいてきた1997年から98年にか
けて、内外金融は大きな衝撃に見舞われました。国内
では複数の大手金融機関が破綻し、その後の銀行再
編と公的資本注入につながっていきました。海外では
1997年７月のタイ・バーツの暴落を発端にアジア通貨
危機が発生、その余波と石油価格の低下を受けて
1998年８月17日にロシア政府が債務不履行を発表し
ました（ロシア財政危機）。

その直後の1998年９月、旧ソ連・中東欧向け融資
の担当になりました。当時、財政危機に陥ったロシア
に対して米国はじめ国際社会は積極的に支援する姿勢
を示しました。また、日本政府はロシア政府との間で
首脳会談を重ね北方四島の帰属の問題を解決して平和
条約を締結する外交交渉を進めており、その意味でも
JBICによるロシア向け融資が重要な役割を担うことに
なりました。与信判断にあたっての最大のポイントは
ロシア政府が債務救済を要請する中、債務削減に至る
かどうかでした。1999年７月29日に始まったパリクラ
ブ会合は難航しました。債権国間でまとめた案につき
議長がロシア政府代表団と交渉し、そこでロシア側か
ら出された対案を持ち帰って債権国間で協議するプロ
セスの繰り返しで、明け方まで会場内で待機がかかっ
た日もありました。債務削減には応じないという債権
国側の立場は一貫しており、結局、４日目の午後に削
減効果を伴わない20年間の債務繰延で合意に至りまし
た。ロシア経済が引き続き厳しい状況にある中JBICと
しては難しい与信判断でしたが、パリクラブの結果を

拠り所に世界銀行との協調融資（２件、合計15億ドル）
を決定しました。

1999年12月に新設のリスク管理担当部署に配属とな
りました。前述の国内大手金融機関の破綻を受けて
1999年７月に金融監督庁（2000年７月金融庁に改組）
が金融検査マニュアルを導入する中でJBICもリスク管
理の強化に着手しました。配属後、まずは全ての出融
資案件につき与信先及び担保・保証の情報をデータ
ベース化し、次に資産自己査定の行内体制整備とシス
テム構築、更に信用リスク計量化にも取り組みました。
もう一つの課題が格付取得でした。JBICが発行する
外債は政府保証付きで日本政府と同じ格付が付与され
てきましたが、財政投融資改革の一環で政府保証が付
かない国内債（財投機関債）の発行が求められ、単独
の発行体としての格付取得が必要になりました。格付
会社との格付ミーティングにあたり、財務内容や資産
分類をベースとしつつJBICの組織・業務特性から来
る政府との一体性に重きを置いたクレジットストー
リーを作成し、リハーサルを含め入念に準備しました。
本番終了後は入試の結果を待つ受験生の気持ちでし
たが、格付会社４社から日本政府と同じ格付を取得で
きた時は心底安堵しました。

その後、ソヴリン審査、出融資の企画・調整、ナレッ
ジマネジメント及び人事の仕事を経て、2005年９月か
ら２度目のワシントン勤務となりました。この時は
JBIC駐在員事務所での仕事でしたので、米国政府・
政府機関、国際機関、シンクタンク・専門家、日本大
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使館、日本企業・マスメディアと幅広い方々とお付き
合いすることができました。その中で印象に残ってい
る一つはウガンダで日本人が経営する原料綿からシャ
ツを一貫生産する工場の拡張資金の融資をワシントン
駐在員事務所ならではの方法で側面支援できたことで
す。JBICが検討していたウガンダ開発銀行（UDB）
経由の融資を当時ウガンダの対外借入に一定の制限を
課していたIMFに認めてもらう必要があったため、
IMFに次回ミッション時の同工場視察を提案に行きま
した。IMFが民間の製造業企業を訪問することは極め
て稀ですが、ミッションチーフは清潔で多くの女性が
働く工場の様子に感激したとのことで、最終的にIMF
理事会でUDBによる本件対外借入が承認され、JBIC
の融資が実現しました。

2007年５月に帰国し、３回目となる欧阿中東地域向
け融資を担当しました。９年ぶりに訪れた南アフリカ
では南部アフリカ開発銀行（DBSA）及び電力公社

（Eskom）との間で融資契約に調印しました。オマー
ンではドゥクム港開発の融資契約調印式に臨み、マス
カットから陸路ドバイに向かう途中でソハール港に立
ち寄りました。10年前の案件審査時は砂浜だった場所
に製油所や肥料工場が建設されているのを見て、当時
の融資が役に立っていることを実感しました。そのほ
かトルコ地場企業向け日本製建設機械輸出用クレジッ
トライン、日本企業によるエジプトでの洋上天然ガス
田開発事業向け融資、第４回アフリカ開発会議

（TICAD IV）でMOUを締結したナミビア開発銀行で
の業務研修等様々な業務を担当することができまし
た。上記エジプト向け融資は2008年６月に融資条件
に合意しましたが、もし３か月遅れてリーマンショッ
クの後になっていたとすれば融資条件が大幅に見直さ
れて案件の実現が危うくなっていたところでした。

2008年10月から政策金融改革により新設された株式
会社日本政策金融公庫の総務部で仕事をした後、
2010年９月からJBICの欧阿中東地域統括としてロン
ドンに駐在しました。３年弱の間に約80回の出張で44

カ国を訪れましたが、紙面が残り少なくなりましたの
で、最後に2010年11月のシリア出張に触れたいと思い
ます。JBICのシリア向け直接借款は1970～80年代の
政府ベース借款以降実績がなく、同国の国際社会との
関係から長らく新規与信が困難でした。2008年以降欧
米諸国及び国際機関との関係が改善する中、日本企業
から輸出案件が持ち込まれたことを受けてJBICも融資
再開に向けて動き出し、その地ならしのためシリアを
訪問して経済担当副首相と面談しました。建設的な対
話ができ、次はソヴリン審査に移れるとの印象を持っ
てロンドンに戻りましたが、それから１か月経たずに
起きたチュニジアでの事件をきっかけに中東地域に民
主化運動が広がり（アラブの春）、シリアでは2011年
３月以降、反政府運動から内戦へと発展して、融資再
開は遠退いてしまいました。

ここまで３回にわたり1980年からの30年間を振り
返ってきましたが、改めて海外ビジネスには様々なリ
スクが伴うことを痛感します。近年でも2021年２月の
ミャンマーでの軍事クーデター、2022年２月のロシア
によるウクライナ侵攻、2023年10月から続くガザ紛争
など一夜にして事業環境が一変しましたし、（拡大）
HIPCイニシアティブにより収まっていた開発途上国の
債務問題も再燃しかねない状況です。リスクの発現を
予測することは困難ですが、過去の事例を教訓にリス
クに備えつつ、引き続き海外業務に取り組んで参りた
いと思います。 （2024年12月３日記）

 

HIPCイニシアティブ  
IMFと世界銀行が1996年に立ち上げた重債務貧困国（HIPC）向

け債務救済措置。従来の債務救済の仕組みでは対処できない持

続不可能な債務負担を抱えている貧困国がIMF及び世界銀行の融

資による支援プログラムの下で良好な成果を挙げ、貧困削減戦略

を実施した場合に債務免除を受けられる仕組み。1999年に対象

国の拡大及び削減率の引き上げ等の拡充措置を実施（拡大HIPC

イニシアティブ）。これまでに37カ国に適用。

用語解説

上： 2007年９月、オマーン出張時にソハールを訪問（JBIC融資
で整備された港湾の後背地に建設中の工業プラント）

下： 2008年７月、南アフリカ電力公社（Eskom）との間で融資契
約に調印


